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２ 都市機能を支える交通体系の整備

特定都市鉄道整備準備金制度の延長

○ 法人税：積立金の損金算入

大都市圏における通勤・通学輸送の混雑緩和や所要時間の短縮など鉄道利用者の

利便性向上を図る輸送力増強工事等を推進するため、特定都市鉄道整備準備金制度

の適用期限を延長する。

○特定都市鉄道整備準備金制度の概要
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本事業の効果
１ 通勤・通学の混雑緩和と所要時分の短縮

２ 埼玉西南部から１３号線を経由して、
横浜方面に至る広域的な鉄道ネットワー

　　クが形成され、交通の利便性が向上

３ 都市機能の更新の促進
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完成後の急激な費用増加を緩和 

運賃（コスト）の上昇を抑制 

利用者・鉄道事業者負担の平準化 

○認定予定事業

東急東横線渋谷～横浜間改良工事の概要
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地下駅の火災対策施設に係る特例措置の創設

○ 固定資産税・都市計画税：課税標準２／３（５年間）

韓国の地下鉄火災事故の教訓を踏まえ、火災発生時の旅客の安全を確保するため、

緊急に整備する火災対策施設に係る特例措置 を創設する。（課税標準２/３（５年間））

交通バリアフリー設備の特別償却制度等の延長

① 交通バリアフリー設備の特別償却制度の延長（所得税、法人税）

○ 鉄道駅のエレベーター・エスカレーター 特別償却１５％

○ 低床型路面電車、リフト付バス、リフト付タクシー、 特別償却２０％

ノンステップバス、スロープ付タクシー

高齢者・障害者等が鉄道駅、路面電車、バス及びタクシー車両を安全かつ容易に利用で

きるようにするため、これらの施設に係る特定設備を取得した場合の特別償却制度の適用

期限を延長する。

障害者対応型エレベーター ノンステップバス スロープ付きタクシー

・地上部に出ることができない。

・地下空間に煙が充満。
改良

火災が発生した場合

・避難経路を２経路確保。

・排煙設備の整備。
旅客の安全確保

現　況 「避難経路が１経路のみ」、「排煙設備なし」

地上

ｺﾝｺｰｽ
　

ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ

改良後

地上

ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ

避難通路の新設
排煙設備の新設

ｺﾝｺｰｽ
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② 駅のバリアフリー化改良工事により取得した施設に係る特例措置の延長

（不動産取得税、固定資産税、都市計画税）

○ 不動産取得税：課税標準１/６控除

○ 固定資産税・都市計画税：課税標準５年間２/３

高齢者・障害者等が鉄道駅を安全かつ容易に利用できるようにするため、鉄軌道事業者

等が駅のバリアフリー化のための改良工事により家屋及び償却資産を取得した場合の特例

措置の適用期限を延長する。

③ 低床型路面電車に係る特例措置の延長（固定資産税）

○ 固定資産税：課税標準５年間１/４

高齢者・障害者等が路面電車を安全かつ容易に利用

できるようにするため、鉄軌道事業者が低床型車両を

取得した場合の固定資産税の特例措置の適用期限を延

長する。




